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【訳者付記】
　本稿は，Lebenslagen in Deutschland. Der 3. Armuts- und Reichtumsbericht der Bundesregierung, 
Bundesministerium für Arbeit unf Soziales, Juli 2008, の抄訳である。同報告の全体は，現状分析と政
策的対応からなる本論（２６１ページ）と前文・要旨・付録（参考文献，基礎統計，略語表など）をあ
わせて３７５ページ［ただし，これらの数値はインターネットからプリントアウトしたものによる］に及
ぶ，相当大部なものである。
　ここに訳出したのは，その内，現状分析部分のⅠ序とⅡ所得と資産ならびに最低限生活保障と債務
超過，に関する２つの章のみであり，本論部分全体の５分の１に少し届かない程度である。ちなみ
に，本論ではその他，教育，就労，家族，健康，住居，移民などが，各章立てで論じられている。本
稿では，私の近年における主たる関心が先進諸国における富裕と貧困および所得と資産分布の問題に
あり，また当然ながら私の持つ能力と時間が限られているため，ここで上記のような翻訳対象の限定
を行なった。
　翻訳に際しての留意点については，前号（上）で記載したので，ここでは繰り返さない。ご参照下
されば幸いである。ただし，略語については，読者の便宜を考慮して，ここでもう一度掲載しておき
たい。
AVID　Altersvorsorge in Deutschland　　ドイツにおける高齢者の将来生活に備えるプロジェクト
BMAS　Bundesministerium für Arbeit unf Soziales　　連邦労働・社会省
BMFSFJ　Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen und Jugend
　　　　連邦家族・高齢者・女性・青年省
BSHG　Bundessozialhilfegesetz　　連邦社会扶助法
CDU　Christlich-Demokratische Union　　キリスト教民主同盟
CSU　Christlich-Soziale Union　　キリスト教社会同盟
EU　Europäische Union　　ヨーロッパ連合
EU-SILC　Statistics on Income and Living Conditions　　所得と生活諸条件に関する統計
EVS　Einkommens- und Verbrauchsstichprobe　　所得と消費に関するサンプル調査
GKV　Gesetzliche Krankenversicherung　　公的健康保険
GMG　Gesetz zur Modernisierung der gesetzlichen Krankenversicherung
　　　　公的健康保険の近代化のための法律
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松葉　正文＊訳
Ⅱ．１．６　高齢者における将来の所得と資産の状
況
Ⅱ．１．６．１　高齢者所得が低くなるリスク可能性３４）
　困難な経済的枠組条件にもかかわらず，高齢
者の貧困リスクは，EU-SILCによれば，全般的
傾向とは逆に，上昇していない（Ⅱ．１．４参照）。
これまでの諸節における考察で明らかになった
ことは，高齢者層の相対的な資源配分における
地位は，単なる所得レベルでの分析では過小評
価されるということであった。社会文化的な最
低生活条件という面で測れば，６５歳以上の高齢
者グループにとっては，人口の他の部分と比べ
て，今日，貧困に襲われる可能性は比較的小さ
くなっている。２００６年末で，この高齢者グルー
プの内，女性の僅か２.６％，男性の１.８％，したが
って全体で２.３％だけが高齢化ないし就業機会
の減少のなかで基礎的社会保障を受けとってい
る。この基礎的保障は，高齢者の自己収入を最
低限社会保障額まで充足したり補完したりする
ものである。また，こうした基礎的保障を受け
ている人びとの割合は，西部ドイツで２.４％，東
部ドイツでわずが１.１％（それぞれ，ベルリンを
含まない）である。本節は，次の問題の考察に
あてられる。ドイツにおける高齢者社会保障の
将来の発展にとってどのような影響が枢要なも
のであろうか，また，この将来の発展は，どの
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ように評価されるべきであろうか。
　２００５年１１月１１日の連立協定〔CDU/CSUとSPD
間〕は，連立政府に，貧困と富裕に関する報告
に内在する，とりわけ高齢者にとっての将来の
所得・資産状況に関する研究上の欠陥を取り除
くよう委任した。２００５年に設立された「ドイツ
における高齢者の将来生活に備えるプロジェク
ト」（Altersvorsorge in Deutschland, AVID）の
第２回目の検討をへて２００７年央にまとめられた
考察成果は，高齢者の収入の動向とその将来傾
向について述べている。この研究の目的は，全
人口中の当時４０歳から６０歳までの人びとのため
に，その後の高齢者が受け取りうる所得の種類
と高さを個人レベルと夫婦レベルで調査し探求
することであった。AVIDの研究成果で注意す
べきことは，まだ完了していない職業履歴が誕
生年ごとに最長２５年にわたって記載されていた
ことである。高齢者の将来期待されうる所得の
高さと分配は，就労者の労働市場への参加の将
来的動向，就労者の所得，そしてそれらから生
じる追加的な高齢時の生活への備えを行なう可
能性，などによって規定される。AVIDは，こ
こで種々の将来予想計算を行ない，可能な発展
動向の広範なスペクトラムを示している。
GRV　Gesetzliche Rentenversicherung　　公的年金保険
HLU　Hilfe zum Lebensunterhalt　　生計扶助
OECD　Organization of Economic Cooperation and Development　　経済開発協力機構
SGBII　Zweites Buch Sozialgesetzbuch（Grundsicherung für Arbeitsuchende）
　　　　社会法典第２編（求職者のための基礎的生活保障）
SGBXII　Zwölftes Buch Sozialgesetzbuch（Sozialhilfe）　　社会法典第１２編（社会扶助）
SOEP　Sozio-oekonomisches Panel　　社会経済パネル
SPD　Sozialdemokratische Partei Deutschlands　　ドイツ社会民主党
　AVIDは，全ての調査対象者を５つの所得グ
ループ（五分位）に分け，最下層をその上層に
位置する４分位と比較することによって，高齢
時の所得見込みが低い人びとについても調査し
た。AVIDが調査した全ての人びとの高齢時の
平均的な等価純所得は，１ヶ月あたり１,４７１ユー
ロである。高齢時の所得が最も低くなると予想
される人びとの五分位上限値は１ヶ月純所得で
９５３ユーロである３５）。調査対象者でこの境界値
より低い所得額をもつ人びとの９９％以上が，公
的年金保険（Gesetzliche Rentenversicherung, 
GRV）で保障された年金額を上回る収入を得る
と予想される。公的年金保険とならぶそれ以外
の高齢時所得は，この最下層グループでは，そ
れ以上の４分位の人びとの場合よりも，極めて
少ない。それ故，このグループの人びとの場
合，公的年金保険額がおそらく将来所得の大部
分を占めることになるだろう３６）。
　その際，重要な例外となるのが，リースター
年金〔２００１年にドイツ社会民主党員の労働大臣
であったWalter Riesterによって導入された補
足的年金。積立方式の私的年金であるが，国庫
補助と税制上の優遇措置を受けることができ
る〕を私的に用意する人びとである。最下層五
分位に位置する人びとの間では，こうした私的
に備えた給付を見込んでいる人びとの割合が，
それ以上の４つの所得五分位層における平均よ
りも２％（西部ドイツ）ないし３％（東部ドイ
ツ）多くなっている。西部ドイツの女性単身者
の場合，リースター年金を掛けている人びとの
割合は，上層４つの五分位の平均が７％であ
り，下層五分位ではそのほぼ２倍の１３％にもな
っている。子供への補助金の形態での高い国家
的助成が，その本質的な理由かもしれない。単
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親養育者には，この補足年金が，その子供の養
育期間と僅かな自己掛金額をもとに保障されて
いる。このことによって，すでに２００４年の調査
時点までに，リースター補足年金助成の魅力が
低所得層にも広く知られていたことが明らかに
なる。
　性別と家族状況に係わりなく，西部ドイツで
も東部ドイツでも，所得五分位下層の人びと
は，より高い高齢者純所得をもつ人びとより
も，社会保険を義務付けられたフルタイム従業
員であった期間が明瞭に少なく，自営活動，短
期間雇用，失業などの局面が２ないし３倍長く
なっている。ここでAVIDの研究が明確に示し
ていることは，高齢時の低所得はそのほとんど
が公的年金保険の保護の枠外ないし制限された
保険保護の下にいた期間に依っている，という
ことである３７）。公的年金保険の給付は，また原
則的に，等価原理と個人的な分担掛金額に基づ
いている。相対的に少ない掛金あるいは短い期
間しか払い込まなかった者は，また比較的にほ
んの僅かな給付額しか期待しえないのである。
　どれくらい多くの人びとが将来国家的な援助
に老後の生活を依存するかは，AVIDの研究で
も，その他の研究でも確かなことはわからな
い。なぜなら，基礎的生活保障のための給付に
対する要求は，扶助を必要とする困窮を前提と
している。そして，扶助を必要とする困窮が存
在するかどうかは，個人的な総所得の高さだけ
ではなく，配偶者や生涯伴侶に対する扶養要求
によっても，また所有する財産の額によっても
左右されることだからである。その他，扶助を
必要とする困窮は，基礎的生活保障必要額の形
をとった社会文化的な最低生活水準によっても
規定される。この必要額が将来どのようなもの
になるかは，しかし同様に，数多くの諸要因に
依存しており，その発展動向について今確実な
ことを予想することはできない。実際の発展
は，今日の段階ですでに不変のものと確定され
ているのではなく，様々な影響を受けて変化し
うるものである。社会的経済的な枠組条件と労
働市場への個人的な接近と編入が，ここでは決
定的である。十分な所得をもたらすための良い
教育と職業訓練と可能な限り連続した職業履歴
が，高齢時の生活により良く備えるための可能
性を高めるのである。
Ⅱ．１．６．２　高齢時の将来における資産状況３８）
　将来の資産の発展動向も，将来に関する問題
が常にそうであるように，強い不確実性の下に
ある。それ故，将来のモデル計算は，とくにそ
れがひじょうに長期にわたる場合には，当該の
前提条件を基礎とした単なる傾向を示すだけで
あり，したがってまたその解釈には慎重でなけ
ればならない。経験的な研究によれば，ドイツ
における高齢者世帯の純貨幣資産と不動産は，
２００３年から２０２５年にかけて実質で約４０％増加
し，平均１６３,０００ユーロから２２６,０００ユーロへ増
大しうるだろう３９）。２００３年に，６０歳以上の人び
との世帯の資産からの収入は，全連邦で平均し
て年間約６,２００ユーロであった。資産価値の増
大を前提すれば，現実の資産所得も，２０２５年ま
でに平均８,０００ユーロに増加するだろう。東部
ドイツにおける将来の年金生活者は，この評価
によれば，高齢者生活に対する〔国家的〕助成
がなくても，彼等の資産からの収入を２００３年の
約３,０００ユーロから２０２５年にはほぼ２倍化する
ことさえできるだろう。資産からの収入は，も
し十分に私的な配慮を加えることができれば，
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その潜在的な力を一層強化することができるに
違いない。
　リースター年金あるいはその他の国家的助成
を受けた資金などの高齢者の将来生活のための
資産の発展動向は，本質的に，分配率，貯蓄額
の大きさ，そしてこれまでの貯蓄過程の変化の
あり方，などによって決まる。与えられた前提
によれば，高齢時生活のための資産は，２０２５年
までに全ドイツで平均して１９,０００ユーロと
３４,０００ユーロの間になり，したがってそれは現
実の全資産額の８％から１３％の間になる。東部
ドイツでは，この前提に基づけば，平均的な高
齢時生活のための資産額は，女性のより高い就
業参加率によって現実に３６,０００ユーロと更に幾
分大きくなるだろう。全資産に占める高齢時生
活用資産の割合も〔東部ドイツでは〕明らかに
より高くなる。なぜなら，東部ドイツの世帯の
その他の資産は，西部ドイツよりも少ないから
である。したがって，２０２５年までに，東部ドイ
ツにおける高齢者世帯の全資産に占める高齢時
生活用資産の割合は，ほぼ５分の１になりうる
だろう。
Ⅱ．２　最低限生活保障
Ⅱ．２．１　出発状況
　ドイツのような富裕な国においても，最低生
活保障システムは，貧困や排除との戦いや分配
機会や自己実現機会の戸口を開くに際して重要
な要素となっている。２００４年末までは，本質的
には，社会扶助，老齢者および就業機会減少者
の中での困窮に向けられた最低生活保障，庇護
を求める難民への給付法，そして失業扶助が，
困窮者のための財政的救済網を形成していた。
就労可能でありながら困窮に直面している人び
との圧倒的部分は，２００４年末までは，失業扶助
の給付のみを受けるか（２.３百万人），それとも
補完的にまたはもっぱら社会扶助の給付を受け
ていた（２.９百万人）。
　この互いに並存し，部分的には対立もする２
つの扶養給付を比較可能な人的グループに対す
る１つの中心からの給付によって置き換えるた
めに，労働市場における現代的なサービス給付
のための第４の法律と自治体選択法によって失
業扶助該当者と就労可能な社会扶助受給者に対
する統一的なシステム─求職者のための基礎
的生活保障─が創出された。それによって，
一貫した助成と要請によって，貧困と排除の本
質的な前提としての失業が，有効かつ効率的に
解決できるようになることが期待された。新設
された標準的な最低生活保障システム─社会
扶助（社会法典第１２編，SGBXII）と求職者のた
めの基礎的生活保障（社会法典第２編，SGBII）
─が，２００５年１月１日に発効した。
Ⅱ．２．２　社会扶助―SGBXI
　社会国家の中核的要素として─SGBIIの新
しい最低生活保障システムと並んで─これま
でと同様，社会扶助が困窮状態に対する援助を
給付する。自らを助けることができず，他の優
先的な援助にも頼ることができない者はだれ
でも，社会生活への参加を含めて人間の尊厳
を維持するのに必要な生計扶助（Hilfe zum 
Lebensunterhalt, HLU）に対する請求権をもっ
ている。給付は，生計費に当てられるが，でき
るかぎり速やかにそうした状況を克服し，自己
の力によって生活が可能となることが望まし
い。２００４年末に，１.４６百万世帯２.９百万人が，公
共施設外で生計扶助（HLU）を受けていたが，
ドイツ連邦政府の第３回「貧困と富裕に関する報告」（下）（松葉正文） 127
SGBIIの新最低生活保障システム導入により，
その数はわずかに７.３万世帯８.２万人となってい
る。
Ⅱ．２．２．１　請求権をもつ人びとの範囲
　就労可能な社会扶助受給者とその家族が
SGBIIの枠内で援助と助成を受けるようになっ
たため，SGBXIIはそれ以外の次のような人び
とのみに関与する（就業機会が完全に失われた
者，６５歳以上の高齢者，少数の子供，介護必要
者，一定条件下にあるドイツにいる外国人と外
国にいるドイツ人）。
Ⅱ．２．２．２　生計への扶助─社会文化的な最低
生活水準の確保
　その必要物を自己の手段（所得と資産）と力
（労働力の使用）によっても他の人びとの援助
によってもまかなえない人はだれでも，生計扶
助（HLU）への請求権を持っている。「必要な
生計」とは，標準給付額に規定されている必要
物，つまり食物，衣服，身体衛生，家具，そし
て認めうる範囲での周りの世界との関係と文化
生活への参加を含む個人的必要物などを包括し
ている。
　２００４年末まで通用していた連邦社会扶助法と
は違って，現在の標準給付額では，僅かの例外
を除いて，これまでの〔目的別〕個別給付もあ
らかじめその中に含まれている。そのことは，
一方では，行政の簡素化に役立った。なぜな
ら，個別給付は，今や別途に請求し承認される
必要がなくなったからである。他方では，この
簡素化は，こうした個別請求権のことを知らな
かったり，こうした請求を実際に社会局で行な
うことを忌避していた給付受給者にとりわけ役
立っている。個別給付を一度にまとめて自動給
付することによって，給付受給権者は，これら
の扶助金を彼らの必要にあわせて使用する可能
性をもつようになった。それによって，給付受
給者の自己責任感と自由に生活設計を行なう能
力が強化される。
　社会扶助の標準給付額は，同時に租税によっ
てまかなわれる扶助給付額，とくにSGBIIによ
る法的給付のための基準値ともなっている。単
身生活者，単親養育者または未成年者を伴う
人々は，１ヶ月３４７ユーロ（２００７年７月１日以
降）の基準額を受給する。両パートナーが成人
の場合，これまでの社会扶助法とは違って，
２００７年以来，それまで存在していた世帯主優遇
策は廃止され，両パートナーが，SGBIIに示さ
れるように，共に基準額の９０％，すなわち，そ
れぞれ１ヶ月３１２ユーロを受け取る。１４歳以下
の子供には，規準額の６０％，つまり１ヶ月２０８
ユーロが支給される。１５歳から１８歳までの若者
には，基準額の８０％（月２７８ユーロ）が支給され
る。
　追加的に，一定の条件の下で，高齢者，妊婦，
そして単親養育者のための割増金が支払われ，
若干の例外的措置として特別な個別的諸給付も
なされる。さらに，宿泊と暖房のため妥当なコ
ストが保障される。以前の法律と違って，住居
資金法による宿泊コストの追加金は支払われ
ず，したがって社会扶助給付金に算定されな
い。住居資金の欠落分は，SGBXII（それはまた
全ての租税による給付に妥当する）給付金受給
者にとって資金的不利益をもたらさない。なぜ
なら，全ての妥当な家賃コストは４０），─これ
までと同様に─受け取ることができるからで
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ある。
　施設でも，生計扶助（HLU）は，重要な意義を
もっている。というのは，これまでの連邦社会
扶助法によるのとは違って，施設にいる人びと
に対する生計扶助は，今やSGBXIによって，特
別な生活状態（病気，障害，介護の必要，高齢，
その他特別な社会的困難）にある人びとに対す
る諸措置からは独立するようになり，そしてと
くに「障害者のための社会的包摂扶助」「介護
扶助」「健康回復への扶助」などがSGBXIIの第
５章から第９章によって保障されるようになっ
たからである。２００４年末には，僅かに１５,８００人
が施設での生計扶助（HLU）を受けていただけ
であった４１）。その数値は，２００５年末には１９２,０００
人に，２００６年末には２２４,１６１人に増加した。
Ⅱ．２．２．３　標準給付額の数値算定
　標準給付額の数値算定は，社会扶助受給者を
除く世帯の最下層２０％における所得と消費のサ
ンプル調査に基づいて行なわれる。新しいEVS
調査の結果が明らかになり次第，標準給付額の
数値が検討され，場合によっては変更を加えら
れる。こうしたことは，通常５年に１度行なわ
れる。EVS調査の間の年には，数値は年金の動
向に応じて調整される。２００３年のEVS調査の
基礎上で，標準給付額の数値算定が２００７年以降
はじめて全ドイツ的な消費構造に基づいて調整
された。加えて，消費行動における変化とそれ
以前の数値に対する改善提案が，考慮された。
新しい標準給付額をふまえて，基準値が，全て
の州で，２００７年１月１日付で３４５ユーロと定め
られた。年金調整を基にして，この基準値は，
２００７年７月１日付で３４７ユーロへと高められた。
Ⅱ．２．２．４　高齢と就業機会減少時の基礎的生活
保障
　高齢と就業機会減少時の基礎的生活保障が，
２００３年１月１日付の，高齢と就業機会減少時の
必需品充足に向けた基礎的生活保障のための法
律（Gesetz über eine bedarfsorientierte Grundsi- 
cherung im Alter und bei Erwerbsminderung, 
Grundsicherungsgesetz, GSiG）によって，独立
の，しかし社会扶助法に準じた給付として導入
された。２００５年１月１日にSGBXIIが施行され
て以来，高齢と就業機会減少時の基礎的生活保
障が，社会扶助法の第４章を構成している。給
付額とその範囲は，生活費扶助（HLU）額に準
じている（Ⅱ．２．２．２参照）。
　基礎的生活保障の核心的要素は，この請求権
をもつ者の子供あるいは両親の所得が─生計
扶助（HLU）とは異なって─考慮の対象とは
されない，という点である。この生計費償還請
求の放棄は，貧困の中で立ちすくんでいる人び
とを効果的に救済するために必要なことであ
る。もっとも，子供あるいは両親が高額の所得
（年間の総収入が少なくとも１０万ユーロ）を有
する場合には，この基礎的生活保障に対する請
求権は無くなる。そのような場合には，しか
し，生計扶助（HLU）─これは扶養義務のあ
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る子供あるいは両親への償還請求の可能性と結
びついている─を請求することができる。さ
らに，基礎的生活保障の場合には，生計扶助
（HLU）と違って，一つの家計に互いに助け合
って共同生活をしている人がいるかどうか（い
わゆる扶養者推測），を推測されない。この扶
養者推測の放棄によって，その両親の世帯で生
活する成人障害者にも，この基礎的生活保障へ
の請求権が認められるようになった。この基礎
的生活保障の導入前には，当該障害者が両親の
経済能力に依存している場合にだけ，そうした
請求をすることができた。
　給付受給者６８.２万人の半数弱（４６％）が，
２００６年に持続的な就業機会減少者，つまり１８歳
から６５歳未満であった。これは，同年齢グルー
プ人口の１％であった。６５歳以上は当該者全体
の５４％であり，これは同年齢人口の２.３％であ
る。基礎的生活保障受給者の約４分の１（１７.４
万人）が宿泊設備付施設で生活しており，それ
は６５歳以上の受給者の場合１７％ほどであり，持
続的な就業機会減少者の受給者の場合３６％にあ
たる。
　高齢と就業機会減少に対する基礎的生活保障
の給付は，男性（２９.４万人）よりも女性（３８.８万
表Ⅱ．６　高齢および就業機会減少時の基礎的生活保障（施設の内外とも）
支出同１８歳～６５歳未満その内，６５歳以上，受給者合計
（手取額）（極端な就業機会減少者）
１０億ユーロ年末，１０００人年
１.３１８１２５８４３９２００３
２.１２３３２９３５２６２００４
２.８２８７３４３６３０２００５
３.１３１１３７１６８２２００６
出所：Statistisches Bundesamt
人）の数の方が多い。全人口中の１８歳以上の全
ての女性および男性に対する割合で測ってみて
も，基礎的生活保障の給付対象者は，男性より
も女性の方が多い。女性の場合の割合は１.１％
であり，男性は０.９％であった。それに対して，
１８歳から６５歳未満の全女性の内で持続的な就業
機会減少によって基礎的生活保障を受けている
者の割合は０.５％であり，男性の場合は０.７％で
ある。こうした状況を生んでいる理由は，ドイ
ツでは，重度障害者は，女性よりも男性の方が
多いからである。逆に，高齢を理由とした基礎
的生活保障受給者は，女性の方が頻度が高い。
６５歳以上の全女性に占める比率は２.６％であり，
男性の場合は幾分少ない１.８％であった。西部
ドイツと東部ドイツ間の比較では，基礎的生活
保障受給者は，西部のほうが東部（ベルリンを
除く）におけるよりも，比率が高い。平均的に
は，１８歳以上の人口の１％が西部ドイツで基礎
的生活保障の給付を受けており，他方東部ドイ
ツではそれより低く０.７％であった。
　２００３年と比較すると，高齢と就業機会減少を
理由とした基礎的生活保障の給付を受けていた
人びとの数は，２００６年（いずれも年末）までに，
約２４.３万人，率にして５０％増加した。この増加
は，〔以下のような〕幾つかの要因によって生
じている。
＊　高齢者のうち貧困状況の中で対応策をもた
ず立ちすくんでいた人びとが社会の表面に
現れるようになった。なぜなら，６５歳以上
の高齢者は，生計費償還請求がなくなった
ために，２００３年以前に生計扶助（HLU）を
受けていた人びとより多くの人が基礎的生
活保障を請求するようになったからであ
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る。
＊　両親と共に生活している持続的な就業機会
減少者のために最低生活費保障が導入さ
れ，またその際，扶養者推測がなくなった
こと。これらの人びとは，２００３年以前は，
生計扶助（HLU）への請求権がなかった。
＊　関係受給者の漸進的な増大。なぜなら，こ
の受給を請求しうる人びとの全てが，２００３
年におけるこの高齢と就業機会減少に対す
る基礎的生活保障〔制度〕の発足時に，新
たな給付を確定していたわけではないから
である。その代わりに，生計扶助（HLU）
から基礎的生活保障への転換が徐々に起
り，その統計的捕捉が２００３年から２００５年に
なされたのである。それ以前に生計扶助
（HLU）に関係をもたなかった人びとの最
初の申請が，全て２００３年に提起され承認さ
れたのではなく，そうした過程は数年に及
んだのである。
＊　連邦政府，社会問題関連当局，公的年金保
険制度関係者などの情報キャンペーン。そ
れによって，とくに困難な所得状況にある
高齢者の人びとに新しい給付〔制度〕への
注目が喚起された。
　２００６年の統計〔数値〕には，給付関係者と支
出額の増大に，はじめて一定の「正常化」が生
じている。なぜなら，そこには，２００４年と２００５
年には明確に認められる「後追い効果」がもは
や示されていないからである（基礎指標A．１４．
も参照）。これによって，高齢と就業機会減少
による基礎的生活保障の導入によってもたらさ
れた潜勢力は，それを請求する権利のある人び
とによって十分に使用されたといえよう。
　平均的に支給された給付額は，２００３年の２９８
ユーロから２００６年の３８１ユーロに上昇している。
この上昇には，多くの原因がある。高齢と就業
機会減少に対する基礎的生活保障には，それに
関連する社会保障システムにおける諸変化と所
得動向の諸変化が影響を及ぼしている。
Ⅱ．２．２．５　SGBXI第５章～第９章に基づく給
付（以前の特別な生活状態にある人
びとへの援助）〔SGBXII＝Zwölftes 
Buch Sozialgesetzbuch（Sozialhilfe, 
社会扶助）〕
　社会扶助は，病気，障害，介護の必要，高齢，
あるいは特別な社会的困難などの特殊な生活状
況にあって支援が必要とされる場合にも，与え
られる。ここでは，とくに，「障害者のための
包摂扶助」「介護扶助」「健康扶助」についてみ
てみよう。これらの扶助では，誰がその生計
をまだ自ら営みうるか，あるいはその特別な
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窮迫状況のため社会の援助に依存しなければ
ならないか，が明らかにされなければならな
い。SGBII〔Zweites Buch Sozialgesetzbuch 
（Grundsicherung für Arbeitsuchende，求職者
のための基礎的生活保障）〕による給付金受給
者も，その前提条件がある場合には，これらの
特別な援助を受けることができる。これらの援
助，たとえば，包摂扶助あるいは特別な社会的
困難を克服するための扶助は，社会的排除を阻
止し，共同体での生活とくに労働生活への参加
を促している。
　これらの，そしてまたその他の援助の，特別
な適用形態として，病人，障害者，介護必要者
のための，関連分野を統括した人的予算があ
る。物的給付に代って，当該者が自らに保障さ
れた貨幣給付によって，その生活をより力強く
営むことができるようになるべきである。３年
半の試行期間をへて，２００８年１月１日以降，こ
表Ⅱ．７　SGBXI第５章～第９章に基づく受給者と支出額１）
A．障害者の包摂扶助　　B．介護扶助　　C．医療扶助３）
D．社会局からの直接的な健康扶助　　E．SGB.V２６４条による請求権者４）
受給者
その内
純支出額E.D.C.B.A.合計２）年
１０億ユーロ年末，単位１０００人
１２.１──３６０２６１４１４１,０３５２０００
１３.８──４０３２４２４６４１,１０３２００３
１４.２───２４６４９１７５５２００４
１４.２８８３７─２６１４７８７８８２００５
１４.４１１１３６─２７３５２６８４６２００６
注１）施設内・外（旧来の特別な生活状態にある人びとへの扶助），重複算定の可能性あり。
　２）重複算定は，通知からわかる限りで，除かれている。
　３）不妊治療と出産計画への扶助を含む。２００４年末の受給者数は，社会扶助統計で捉えられていない。
　４）SGB.V２６４条による請求権者数は，社会扶助統計によって２００５報告年から捉えられている。しかし，
SGBXIIの第５章～第９章による給付の受給者は算定されていない。
─　数値なし
出所：Statistisches Bundesamt
うした方式への請求権が存在する４２）。２００６年末
で，障害者のための包摂扶助を受けていた人の
うち合計１,０５６人が，介護扶助の受給者のうち
１４８人が，この人的予算を請求していた。
　２００６年末に，８４.６万人の人びとがSGBXIIの
第５章～第９章に基づく給付を受けていたが，
その内２７.３万人が介護扶助，５２.６万人が障害者
の社会的包摂扶助，３.６万人が社会問題関係各
局による直接的な健康扶助であった。そして，
１１.１万人の人びとが，SGB・V２６４条に基づく給
付への請求権をもっていた。２００３年以後に明
白な受給者総数の減少が生じているが，その
ことにとって決定的だったのは，健康関係の
諸扶助の受給者数の大きな後退であった。その
原因は，一方では，公的健康保険の近代化のた
めの法律（GKV-Modernisierungsgesetz，GKV
近代化法，Gesetz zur Modernisierung der 
gesetzlichen Krankenversicherung, GMG）が
２００４年１月１日に発効し，社会扶助法が次のよ
うに変更されたからであった。つまり，〔GMG
の発効により〕一般にGKVの規定を越える健
康のための給付はもはや行なえなくなったので
ある。それによって，いわゆる「上乗せ給付」
（Aufstockerfäle）の可能性はなくなった。こう
して，公的健康保険の被保険者と同等の扱いを
確保するために，社会扶助受給者にも保険カー
ドが与えられ，公的健康保険の被保険者として
扱われるようになった。こうして生じる医療保
険会計の費用は，社会扶助システムの担い手に
よって支払われる。他方で，２００５年以降の数値
後退の原因は，SGBIIのこれまでの社会扶助受
給者が公的健康保険の義務的被保険者となった
ことによっている。
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　SGBXIIの第５章～第９章に基づく受給権者
に関しては，むしろ次のような前提から出発し
ている。すなわち，彼らには多大な必要物を完
全にカバーする手段が欠けているか，あるいは
立法機関が一定の給付をその所得から独立して
保障しているため，社会扶助給付への依存が持
続的なものになる，という前提から。その他，
こうした人びとにとって中心的な意義をもつの
は，〔扶助以前の〕関連する社会保障システム
からの給付があるかどうか，そしてあるとすれ
ばどの程度の高さであるか，ということであ
る。たとえば，介護扶助の受給者の６０％今日の
者が，同時に社会的な介護保険の給付を得てい
るが，後者だけでは全介護コストをカバーでき
ないのである４３）。介護扶助の分野では，２００６年
末で，受給者の７８％が６５歳以上であった。
Ⅱ．２．３　求職者のための基礎的生活保障─
SGBI
Ⅱ．２．３．１　生計確保のための給付
　第２種失業給付金〔以下，失業給付金Ⅱと記
す〕は，─以前の失業扶助とは異なって─
扶助的性格をもって賃金を代替する給付金では
なく，必需品志向で困窮者向けの扶助給付であ
る。したがって，新しい給付の水準は，就業中
の最後の純報酬の高さではなく，就労可能な当
該の要扶助者そして当人と困窮共同体で生活を
共にしている人びとをひとまとめにした必要額
である。支援が認められる基準は，困窮共同体
メンバーの個人別の必需品額である。失業給付
金Ⅱの枠内では，パートナーは相互に支えあ
い，子供─成年に達している場合も─が同
居している限り，彼らを扶養しなければならな
い。これらの自助努力だけでは十分でない場合
にはじめて，国家的な扶助が問題となりうる。
　求職者のための基礎的生活保障は，その職業
的な復帰を包括的に促進する。就労可能な要扶
助者は，失業給付金Ⅱによって，住居と暖房
─それらが適切なものである限り─の実費
を含む生計を確保するための給付を受ける。要
扶助者であるが就労不可能な者，とくに１５歳以
下の子供は，彼らが失業給付金Ⅱの受給者と困
窮共同体でともに生活している場合，社会給付
金を得る。SGBIIにおける，生計を確保するた
めの給付金の高さと範囲は，SGBXIIの開示条
件４４）を別にすれば，SGBXIIの諸給付（Ⅱ．
２．２．２参照）に照応しており，それによって基
本法が保障する社会文化的な最低生活水準を保
障するものとなっている４５）。
　さらに，就労可能な要扶助者は，社会保険に
も編入されている。彼らには，医療保険，介護
保険，そして年金保険の保険料が支給される。
社会的給付金を受けている者は，通例，公的な
医療保険と介護保険に家族で加入している。
　失業給付金から求職者のための基礎的生活保
障へ移行する際の資金的困難を緩和するため
に，２年間の期限を定めた漸減的な追加金が支
給される。この追加金は，次の点を考慮してい
る。つまり，これまでの失業給付金受給者は，
しばしば長年に及ぶ就業によって，新しい給付
を受ける前に，失業保険制度内で請求権をもっ
ていることが多かったからである。
　SGBIIに基づく給付金受給者の数は，２００５年
平均で６,７５６千人であり，２００７年平均で７,２４１で
あった。２００７年の給付金を受けている者の内，
５,２７７千人が失業給付金Ⅱであり，１,９６４千人が
社会給付金（Sozialgeld）であった。彼らの人
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口に占める割合は，２００７年で６.４％（失業給付金
Ⅱ）ないし２.４％（社会給付金；基礎指標A．１４
も参照）。
Ⅱ．２．３．２　免税額
　自己の所得あるいは資産は，生計のために
使用されねばならない。連邦社会扶助法
（Bundessozialhilfegesetz, BSHG）とSGBXIIに
は，一定の資産対象物，たとえば個人的な家
具，自己利用の家付き土地，あるいは自動車な
どが〔納税の〕考慮対象外に置かれている。そ
れを越えて存在する資産のために，免税額が認
められており，それは社会扶助にも適用され
る。
＊　成年に達した要扶助者とそのパートナーに
は，これまでに経過した人生の年数ごとに
１５０ユーロの基礎控除がある。それは，最
低で３,１００ユーロ，最大で各人に９,２５０ユー
ロである。高齢者（１９４８年１月１日までに
生まれた人びと）には，生涯の年数ごとに
５２０ユーロの基礎控除があり，最大で
３３,８００ユーロまで認められる。３,１００ユーロ
の基礎控除は，すべての扶助が必要な年少
の子供にも認められる。
＊　連邦法で明示的に高齢時に備えたものとし
て助成を受けた資産額─彼の所持金と助
成を受けている高齢時に備えた保険料
（「リースター年金」）を含む─の高さま
での貯蓄額〔も免税の対象である〕。高齢
時に備えた保険料は，２００８税額査定年以
降，２,１００ユーロまで助成の対象とされて
いる。高齢時に備えた更なる金額の要求に
ついては，就労可能な要扶助者とそのパー
トナーのこれまでの生涯年数ごとに２５０ユ
ーロまでが認められるが，その免税対象に
なる最高額は，それぞれ１６,２５０ユーロまで
である。
＊　さらに，困窮共同体で生活をともにしてい
る要扶助者のそれぞれに，７５０ユーロまで
の必要な調達物に対する免税額がある。
　就業によって得られた所得に対しては，２００５
年１０月以来，８００ユーロの総所得までは，１００ユ
ーロを越える所得の２０％について免税とされて
いる。８００ユーロと１,２００ユーロ，ないし１人以
上の年少者をもつ就労可能な要扶助者の場合に
は１,５００ユーロとの間の総所得については，
１０％の追加的な免税額がある。こうした改善
は，当該者の４００ユーロまでの所得分について，
とくに経済的に有利に作用している。こうした
諸措置は，ミニジョッブに従事する要扶助者の
明白な増加に貢献しえたはずである。
Ⅱ．２．４　庇護申請者
　２００６年末で，約１９.４万人の人びとが，庇護申
請者給付金法（Asylbewerberleistungsgesetz, 
AsylbLG）に基づく給付を受けており，その額
は合計で１１.４億ユーロに昇る（基礎指標 A．１４
参照）４６）。AsylbLGに基づく給付を受けた人び
との数は，１９９７年以降，減少している。
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Ⅱ．３　債務超過
Ⅱ．３．１　私的家計の債務超過─貧困リスク
　貧しい者は過大な債務を背負ってはならない
が，いったん債務超過に陥れば，それは貧困に
つながりうる。債務超過の家計は，その所得が
貧困リスク境界値を上回っている場合，所得が
貧困な家計の統計には現れてこない。しかし，
その債務を償却しようとすれば，実際の可処分
所得は，貧困リスク境界値以下に低下しうる。
　信用貸しを受け，それによって一時的に負債
をもつ状況になることは，市場経済において
は，私的家計の正常な経済状態の一部に属する
ものである。予見しえない所得の低下（たとえ
ば雇用の喪失による）あるいは財務的な過重負
担は，しかし最後には，債務超過をもたらしう
る。この局面では，所得を増やしたり，支出を
最小化したり，あるいは発生する財務上の赤字
をさらなるローンによってまかなったり，とい
うようなことが試みられる。こうしたやり方が
挫折した時，家計は支払いの遅延に陥る。この
段階で，支払い義務額を支払いの延期かローン
の借換えによって一定の枠内に留めることに成
功しない場合，負債の累積と最後には破産がや
ってくる。この状態は，財務上のみならず心理
的社会的重荷と結びついており，他の生活領域
表Ⅱ．８　庇護申請者給付金法による受給者数と支出額（ドイツ）
支出額
（純）
受給者
女性男性合計
億ユーロ年末，１０００人年
１９１４７２０４３５２２０００
１２９５１３５２３０２００４
１２８８１２３２１１２００５
１１８２１１１１９４２００６
出所：Statistisches Bundesamt, Asylbewerberleistungsstatistik, 数値は，概数。
での参加チャンスをも狭めてしまうのである。
　本章の視野では，個々の債務超過に陥った人
ではなく，その私的家計が問題となってい
る４７）。家計の中での共同生活は，その家族メン
バーが財務上相互に支えあう場合には，安定化
作用を発揮し，不足しているお金を都合しあう
余地を広げることができる。とくに青少年や若
い成人の場合，債務超過問題をその社会的コン
テキストのなかで分析し考察しうるためには，
家計の考察が欠かせない。
Ⅱ．３．２　債務超過の動向
　私的家計は，全世帯構成員の所得と資産が長
期にわたって生活水準を低下させたにもかかわ
らず，満期請求分を支払うのに十分ではない場
合に，債務超過に陥る４８）。ドイツにおける債務
超過の動向を確かめるために，第３回貧困・富
裕報告は，私的家計の債務超過を２００２年から
２００６年までの信用債務関係と結びつけて分析し
ているひとつの研究に着目した。この研究によ
れば，債務超過家計の最高数は，２００３年の２.９百
万世帯となっている。その後，この数値は，
２００６年の１.６百万世帯まで低下した４９）。この研
究の資料的基礎は，社会経済パネル（SOEP）
のものである５０）。信用債務と結びついた債務の
形態と並んで，その他に多様な債務形態（たと
えば家賃未払い，公的機関，エネルギー会社，
通販会社などへの未払い）が存在するが，それ
らはこの研究では取り扱われていないことに注
意しなければならない。その他，資料が自由意
志による質問と回答によって得られたものであ
るため，とくに所得の低い家計の状況がひじょ
うに不十分にしか捉えられていない可能性が大
きいことにも留意しなければならない５１）。上記
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の数字を第２回貧困・富裕報告での数値，すな
わち２００２年における債務超過世帯数３.１３百万と
直接に比較することはできない。なぜなら，双
方の研究の資料的基礎と評価方法が異なってい
るからである（基礎指標A.２）。
　信用債務と結びついた債務の減少は，家賃未
払いが連邦全体で２００３年の７５０百万ユーロから
２００６年末の５９５百万ユーロへと約２０％減少した
ことと照応している５２）。その上，２００４年末の
２,３７０億ユーロから２００６年末の２,２８０億ユーロへ
と消費者信用額が若干減少していることも留意
されるべきである５３）。こうした減少の諸原因に
ついては，よくわかっていない５４）。そのために
は，さらなる研究が必要である。ちなみに，債
務者相談所での相談件数には減少はみられな
い５５）。
Ⅱ．３．３　債務超過の原因と誘因
　家計が債務超過の限度を越えるという状況
が，個々の場合に何によって引き起こされるの
かということは，まとめて全体として述べるこ
とができるようなことではない。それには，通
常，多くの原因と誘因があり，それらが特殊な
相互作用を通じて債務超過を生みだすのであ
る。
　連邦統計局によって調査された債務超過統計
のための資料によれば，債務超過の諸誘因とし
て，次のようなものが挙げられる。
　失業は，通常明白な所得の喪失を伴い，経験
的に最も重要な債務超過要因のひとつである。
これは，人生の危機的な出来事であり，多くの
場合予見が困難なもので，そのため家計を状況
に適合させることも困難である。長い持続的な
失業とともに，債務超過の危険がさらに増大す
る。加えて，事故，病気，あるいは別離のよう
な人生の危機的出来事も，通例，不意に家計を
襲い，それをしばしば経済的にも社会文化的に
も不安定なものにする。債務超過に陥る原因と
して，所得の僅少も挙げられる。それが原因
で，慣習的な生活水準を確保するために，債務
をつくってしまうことになるのである。
　金融経済的な認識不足のために，債務を背負
うことの危険性が十分に評価されないというこ
とが起きてしまう。たとえば，ふまじめな広告
提供者の執拗なやり方についつい引っかかって
しまう，そして／あるいは所得とは不釣合いな
〔高額の〕債務を負ってしまう，とかである５６）。
こうした場では，消費者信用向けに攻撃的な対
顧客宣伝を行なう金融提供者が活動しており，
彼らはごく僅かな信用に供与においてもその顧
客の信用度調査を怠るのである。こうしたやり
方は，多くの債務超過事例にとって，少なくと
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も共同の原因となっている５７）。
Ⅱ．３．４　〔債務〕危機に立つ人びとの特徴
　債務超過に陥った人びとの社会経済的特徴に
ついての最も包括的な資料は，連邦統計局の債
務超過統計であり，その成果は債務者相談所に
おける質問への自由意志による参加に基づいて
いる。それによれば，２００６年には，次のような
像が浮かび上がる５８）。
＊　全相談者のほとんど半数（４５％）が，ひと
りで生活している。その際，明白に男性の
方が女性よりも債務超過に陥りやすい。ま
た，単独世帯は，その割合以上に債務超過
に陥りやすい。なぜなら，ドイツでの単独
世帯の割合は，３７.５％だからである。債務
超過の人びとは，平均して３７,０００ユーロ弱
の債務を抱えていた。
＊　債務超過に陥る高い危険性が，単親養育者
とその家族にもある。こうした人びとの５
分の１以上が，親と子供との二人関係のな
図Ⅱ．５　債務超過の諸誘因（％）
その他　　　　１９.４
信用供与あるいは保証人となるに際しての不十分な説明　　　　３.４
社会給付を申請しなかったこと　　　　０.２
世帯創出／子供の誕生　　　　１.０
許されざる行為のための損害補償　　　　０.５
不動産金融の失敗　　　　３.９
保証人または共同責任による支払い義務　　　　１.５
自立に失敗したこと　　　　１０.３
不経済的な家計運営　　　　８.５
事故　　　　０.３
病気／強い欲望　　　　８.３
別離／離婚／死別　　　　１３.１
失業　　　　２９.６
出所：Datenbasis Überschuldungsstatistik ２００７ des Statistischen Bundesamts, 
eigene Darstelung des BMFSFJ.
〔原書では図示されているが，ここでは数値（単位％）のみで示す。〕
かで生活している。単親養育者（１６％）の
家計のうち３６％で，債務超過とその諸結果
の影響が子供にも及んでいる。
＊　相談を受けた外国人の割合は７％であり，
１８歳以上の全ドイツ住民人口に占める外国
人市民の割合（９％）からみれば，相対的
に少ない５９）。
＊　全ての相談を受けた人びとの５７％が，月間
純所得９００ユーロ未満であった。その他に，
４分の１の者が，月間９００～１,３００ユーロの
収入であった。２,６００ユーロ以上の収入を
得ていた者は，全体の１％にも満たなかっ
た。とりわけ，ひとりで生活する女性や男
性が，低い純所得で生計を立てなければな
らなかった。こうした人びとのほぼ４分の
３が，９００ユーロ未満の純所得であると申
告していた。
＊　全相談者の半数以上が，債務超過者相談所
を訪ねた折に，失業していた。しかし，失
業していたのは，単に学歴の乏しい者達だ
けだったのではない。なぜなら，全債務超
過者の３分の２が，職業教育課程を修了し
ていたか，あるいは大学ないし専門高等教
育機関での勉学を経験していたからであ
る。２５歳以下の若い債務超過者の場合だ
け，職業教育課程を修了した者の割合がわ
ずかに４分の１であった。２５歳以下の若い
女性と男性の内，ほぼ３分の２が失業して
いた。
Ⅱ．３．５　債務超過の当該者への影響
　債務超過が自らの力によって克服されえない
時，それは貧困につながる。貧困化過程は，当
該者の生活水準に作用するだけではなく，その
社会的状態，社会的つながり，肉体的心理的な
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有様にも影響を与える６０）。貧困化は，当該者の
子供の発達にも，文字通り多様な領域で関係を
有する。学問的な研究によれば，所得貧困層の
家族の子供は，経済的に堅実な家庭の同年齢の
子供と比べて，言語的，社会的，健康的は発達
を阻害される危険性が約２倍も高くなるとい
う６１）。
　マインツ（ヨハネス・グーテンベルク）大学
の労働・社会・環境医学研究所が行なった貧困
と債務と健康の関係についての研究成果は，債
務超過者の私的な生活状態および健康状態が困
難なものであることを示している６２）。
＊　その研究によれば，債務超過者１０人の内８
人が病気であり，その際最も頻度が高いの
は心理的病気（４０.４％）である。
＊　被質問者の半数が，経済的状況が悪いため
に友人そして／または家族と関係を絶って
いる。債務状況が原因で友人や家族との交
流が減少したときに，とくに高くなるのが
心理的な病気にかかる人の割合で，それは
５８.７％にも達する。
＊　債務超過に陥った人びとの多数は，金銭不
足のために医者が処方した薬を購入しなか
ったり（６５.２％），債務状態が理由で医者を
訪ねること自体をさし控えたり（６０.８％）
している。
＊　質問を受けた人びとの中で，就業者の
２１.４％が，自己の職場が債務状態によって
脅かされている，としている。そして，同
じく，失業者の４５.６％が，債務状態が原因
となって仕事を見つけるのがより困難にな
っている，としている。
Ⅱ．３．６　債務超過の予防と克服
　社会的レベルでの予防のための本質的な前提
は，金融サービス提供者による責任意識をもっ
た信用供与，および消費者保護と債務者保護の
ための法的諸措置である。個人的レベルでは，
金融問題についての良好な一般的教育と家政学
的能力が，中心的資源となる６３）。
　すでに債務超過に陥ってしまった場合には，
１９９９年以来，消費者破産措置があり，それによ
って，一定の生活是正期間の後，残っている債
務から解放され，また経済的な再生が可能とな
る。債務者が誠実な努力にもかかわらず経済的
に挫折した場合には，支払不能となった自然人
の保有する資産は換金され，収得金は債権者に
比例的に分配される。２００７年末までに，６０万人
以上の人びとが，残余債務からの解放措置を申
請した６４）。債務者との相談が，債務からの脱却
過程でも同様に鍵となる役割を果たす。それ
は，債務超過者と債権者が現実的な債務整理に
着手するように，具体的な行動を提起して援助
する。こうしたことを通じて，債務超過者にと
って労働に着手することが再び魅力的なものに
なり，社会的経済的生活への参加がふたたび可
能となる。
 Ⅱ．４　まとめ：所得と資産，最低限生活保障
と債務超過
　市場所得の動向と分配は，２００５年末まで
は，景気の停滞およびそれと結びついた労働
市場の悪化によって特徴づけられている。
２００６年以降の景気上昇は，現在入手しうる所
得分配に関する資料ではその実態はわからな
い。なぜなら，私達の前には，２００５年のデー
タ（EU-SILCとSOEP 2006）しかないからで
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ある。
　被用者１人あたりの総賃金と総俸給は，
２００２年から２００５年にかけて，実質で平均
２４,８７３ユーロから２３,６８４ユーロへ４.８％減少し
た。その際，分配の不平等は増大した。この
傾向は，低賃金分野の増加にも反映してい
る。フルタイム被用者に関しても，この傾向
が示されている。２００２年にはフルタイム被用
者の８.８％が低賃金分野で働いていたが，
２００５年にその数値はすでに９.３％となった。
　市場所得の不平等は，世帯レベルでは，社
会扶助給付，基礎的生活保障給付，家族給
付，および累進所得税などの租税システムと
移転システムによって，明白に減少してい
る。所得税納税義務者の最上層１０％が全所得
税収の５２％を納めているのに対して，下層
５０％の者は６％強ほどしか負担していない。
累進的な所得税率は，総所得の不平等を結果
的に緩和している。所得分配に対する租税の
作用をみれば，消費税（付加価値税，鉱物油
税，自動車税など）の逆進的作用が，所得税
の累進的効果を総じて弱めている。
　OECD内での移転後の所得不平等をみれ
ば，ドイツは平均的な位置にある。もちろ
ん，ドイツはOECD諸国に属しており，そこ
では市場所得の不平等は租税と社会的移転に
よって強く減少させられている。貨幣的な社
会国家的再分配の程度は，２００５年までは若干
低下していた。ジニ係数でみると，等価純所
得の不平等は，照応する市場所得の不平等よ
りも３９％低くなっている。
　ドイツで所得が貧困な状況に陥るリスクの
度合は，「ヨーロッパの生活」という公的調
査によれば，２００５年に社会移転前で２６％であ
る。社会移転後にその数値は１３％となり，ヨ
ーロッパでの比較では平均よりも低くなって
いる。このことから，ドイツは，スカンジナ
ビア諸国と並んで，貧困リスク割合に対する
社会移転効果の高い国々に属している。とく
に〔貧困リスクの〕危険の高いグループは，
失業者（４３％），職業教育課程未修了者
（１９％），単親養育者（２４％）である。東部ド
イツ（１５％）での貧困リスクは，西部ドイツ
（１２％）よりも高い。
　富は，市民の見解によれば，単に金融経済
上の潜在力だけではなく，健康や教育機会と
も関連している。人口の大多数は，人は良き
人間関係と出発条件に恵まれる時にだけ豊か
になりうる，と考えている。最新の経験的研
究によれば，同等の能力を有する場合には，
社会的出自が指導的地位の候補者選択におい
て強い影響力をもっていることを確証してい
る。質問を受けた者の半数以上が，激しい労
働と勤務が富裕の原因であると考えている。
　一方で所得の貧しさが圧倒的な影響力をも
って資産の乏しさと結びついているとして
も，所得と資産の双方に目を向けてはじめ
て，経済的な富の包括的な像を示すことがで
きる。本考察では，現実の資産額を年金化し
て規則的な収入とみなし，それを通常の所得
に加算している。相対的な富裕を少なくとも
所得の中央値の２倍（つまり１ヶ月約３,３００
ユーロ）の等価純所得を有する場合と定義す
れば，全人口に占める富裕な者の割合は，単
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純な所得分配でみた場合の６.４％に対し，所
得と資産を統合したより包括的な視角で捉え
た場合には８.８％となる。所得と資産の統合
された考察における最も大きな変化は，年金
生活者と恩給生活者の場合に生じている。そ
の理由は，彼らが─自明なことであるが
─資産形成のためのより長い時間をもち，
その平均余命が短いからである。そして，そ
の平均余命が，本稿の分析枠組の中で資産額
の年金化計算に際しての基礎とされているか
らである。
　高齢者の将来の資産状況についての見通し
は，総じて積極的なものであるが，他方で高
齢時の所得が低いと思われる人びともいる。
長い期間自営的な活動に従事していた者，従
業期間の短かった者，職業履歴の中で失業期
間をもっていた者たちである。
最低限生活保障
　２００４年末までは，本質的には，社会扶助，
高齢と就業機会減少時における必需品向けの
基礎的生活保障，難民庇護申請者給付法，お
よび失業扶助などが，困窮者のための経済的
なセーフティネットを形成していた。就労可
能な困窮者の圧倒的部分は，２００４年末まで
は，ただ失業扶助の給付のみを受けとるか
（２.３百万人），補完的にあるいはもっぱら社
会扶助の給付を受けとっていた（２.９百万
人）。この並立し，部分的には対立もしあう
２つの扶養のための給付を，ひとつの手によ
る比較可能な人びとの集団に対する給付によ
って置き換えるために，労働市場での近代的
なサービス給付をめざす第４の法律と自治体
選択法で，失業扶助の関係者と就労能力のあ
る社会扶助受給者のために統一的なシステム
が創出された。それが，SGBIIである。この
法律には，一貫した助成と要請によって，貧
困と排除の本質的な前提である失業をより効
果的にそしてより効率的に減少させることが
できる，という期待が込められていた。
　それと並行して，社会扶助法も改革され，
社会法典の第１２編（SGBXII）としてそれに組
み込まれた。標準給付額には，今や，若干の
例外を除いて，これまでの個別申請給付分も
含まれるようになった。それは行政の簡素化
につながり，またとくにこれまでこれらの申
請について知らなかったり，羞恥心からその
申請をためらっていたりした人びとの諸要求
の現実化にもつながった。この〔給付の〕一
括化によって，給付受給権者は，援助を自ら
が必要とするものに使用する可能性と，同時
に特別な調達物を節約する義務をも，持つよ
うになった。これによって，給付受給者の自
己責任と裁量の自由が強化される。
　社会扶助の標準給付額は，同時に租税によ
ってまかなわれる給付，とりわけSGBIIによ
る法的給付〔求職者のための基礎的生活保
障〕のための参照基準となっている。２００３年
のEVSの成果に基づいて，２００７年以降はじめ
て全ドイツ的な消費構造を考慮した標準給付
額の計測尺度が作成された。２００７年７月１日
付で標準給付額は，年金調整額に応じて修正
された。それによれば，基準値は，ドイツの
全ての州で３４７ユーロとされた。
　２００６年１２月３１日に，合計で約６８.２万人が高
齢と就業機会減少時の基礎的生活保障の給付
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を受けていた。受給者の約半分（約３１.１万
人）が長期に及ぶ就業機会減少者であり，年
齢は１８歳から６４歳の間であった。２００３年にお
ける法律導入時の総数は約４３.９万人であった
が，この間の上昇は予想されたとおりであ
り，その理由としては，とくにこれまで貧困
の中で立ちすくんでいた高齢者が新たに申請
して表面化したこと，そして就業機会が減少
した成人の両親に対する扶養者推測がなくな
ったこと，〔そのことによって結果的に申請
条件が緩和されたこと〕などが挙げられよ
う。
　SGBIIに規定された就労能力ある要扶助者
も，同様に生計費を確保するための給付を受
ける。要扶助者ではあるが就労能力のない
者，とりわけ失業給付金Ⅱの受給者と困窮共
同体の中で生計をともにしている子供は，社
会給付金を受けとる。その際，一定の資産対
象物は考慮外とされる。それを越えて存在す
る資産には，免税額が認められ，それは年齢
とともに上昇する。それは，とくに高齢時に
備えるための資産にあてはまる。失業保険金
Ⅰから求職者のための基礎的生活保障への移
行期の経済的困難を緩和するために，２年間
の期限付きで漸減的な追加金が支給される。
債務超過
　貧しい者は過大な債務を背負ってはならな
いが，いったん債務超過に陥れば，それは貧
困につながりうる。しばしば低い純所得で債
務を償却しようとすると，貧困リスク境界値
以下の可処分所得の状態に留まってしまう。
私的家計は，全世帯構成員の所得と資産が長
期にわたって生活水準を低下させたにもかか
わらず，満期請求分を支払うのに十分ではな
い場合に，債務超過に陥る。
　信用債務関係を持つ私的家計のなかで，債
務超過に陥った家計の最高数は，SOEPの調
査に基づく研究によれば，２００３年の２.９百万
世帯となっている。２００６年の数値は１.６百万
世帯に減少しているが，その原因はこれまで
のところ明らかではない。信用債務と結びつ
いた負債形態と並んで，その他に多様な債務
形態（たとえば家賃未払い，公的機関，エネ
ルギー会社，通販会社などへの未払い）が存
在するが，それらはここでは取り扱われてい
ないことに注意しなければならない。ちなみ
に，債務者相談所での相談件数には，減少は
みられない。
　家計が限度を越えて債務超過に陥るという
状況が，個々の場合に何によって引き起こさ
れるのかということは，まとめて一括して述
べることができるようなことではない。失業
は，通常劇的な所得の喪失を伴い，離別や自
立の失敗と並んで，経験的に最も重要な債務
超過要因のひとつである。金融経済的な認識
不足のために，債務を背負うことの危険性が
十分に評価されないということが起きてしま
う。たとえば，ふまじめな広告提供者の執拗
なやり方についつい引っかかってしまう，そ
して／あるいは所得とは不釣合いな〔高額
の〕債務を負ってしまう，とかである。
　連邦統計局の債務超過統計に基づけば，次
のことが明らかである。債務者相談所で相談
を受けた全ての人びとのほぼ半数（４５％）が
ひとりで生活しており，その際，明白に男性
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の方が女性よりも債務超過に陥りやすい。事
例の３６％で，債務超過とその諸帰結が子供に
も及んでいる。２５歳以下の相談者の場合に
は，職業教育課程を修了した者の割合が，わ
ずかに４分の１であった。
　貧困化過程は，当該者の生活水準に作用す
るだけではなく，その社会的状態，社会的繋
がり，肉体的心理的な有様にも影響を与え
る。被質問者の半数が，経済的状況が悪いた
めに友人そして／または家族と関係を絶って
おり，多くの債務超過者が心因性の病気で苦
しんでいる。
　１９９９年の消費者破産規定の導入以来，２００７
年末までに６０万人以上の人びとが残存債務か
らの解放措置を申請した。債務者との相談
も，債務からの脱却過程で鍵となる役割を果
たす。 
【注】
３４） TNS Infratest Sozialforschung: Altersvorsorge 
in Deutschland 2005, Alterseinkommen und 
Biografie, DRV-Schriften Band 75, BMAS-
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金の４％の貯蓄額ないし年間２,４００ユーロを追
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